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 Time limit for the submission of applica‑

tion form and relevant documents for quali‑

fication : 11 : 00 A.M. 31 October, 2018

 Time limit for tender : 5 : 15 P.M. 14 No‑

vember, 2018

 Contact point for the notice : Hiroshi

Asaba, Accounting and Contract Division

Incorporated Administrative Agency Pub‑

lic Works Research Institute, Civil En‑

gineering Research Institute for Cold Re‑

gion, 13134 Hiragishi, Toyohira‑ku,
Sapporo‑shi, Hokkaido, 0628602, Japan
TEL 0118411629

入 札 公 告

次のとおり一般競争入札に付します。
平成 30 年９月 25 日
独立行政法人水資源機構分任契約職
木津川ダム総合管理所長 佐々原秀史

◎調達機関番号 563 ◎所在地番号 24
１ 調達内容
 品目分類番号 14、71
 業務件名及び数量 複合機賃貸借及び保守
業務 １式
 調達件名の特質等 入札説明書による。
 賃貸借期間 平成31年３月１日から平成36
年２月29日
 賃貸借場所 入札説明書による。
 入札方法 上記の業務を入札に付する。
落札決定にあたっては、入札書に記載された
金額に当該金額の100分の８に相当する額を
加算した金額(当該金額に１円未満の端数が
あるときは、その端数金額を切り捨てた金額
とする。）をもって落札価格とするので、入札
者は消費税に係る課税事業者であるか免税事
業者であるかを問わず、見積もった契約希望
金額の108分の100に相当する金額を入札書に
記載すること。

２ 競争参加資格 以下の条件を全て満たし、本
件に係る一般競争入札参加資格を有すると確認
された者とする。
 物品等の調達に関する契約事務処理要領第
５条第２項の規程に該当しないものであるこ
と。

 当機構における平成29・30年度一般競争
（指名競争）参加資格業者のうち、物品製造
等の業種区分「賃貸借」認定を受け、営業品
目の「複写機」に登録をしており、かつ、業
種区分「建物若しくは工作物又は冷暖房設備、
電気通信設備その他の設備の保守・点検管理
（役務の提供）」の認定を受け、営業品目の「コ
ピー機等の保守」に登録して資格を有すると
認定された者であること。
 申請書の受領期限の日から開札の時までの
期間に、淀川水系において、水資源機構にお
ける指名停止の期間中でないこと。
 賃貸借物件の不具合発生に対し、迅速に対
応できる体制（土曜日、日曜日及び祝祭日を
除く毎日、午前９時から午後５時までの連絡
体制及び賃貸借物件の設置場所へ２時間以内
に到着可能な拠点及び対応可能な人員）を有
していること。
 入札に参加しようとする者の間に資本関係
又は人的関係がないこと。
 警察当局から、暴力団員が実質的に経営を
支配する業者又はこれに準ずるものとして、
水資源機構発注業務等からの排除要請があ
り、当該状態が継続している者でないこと。

３ 入札書の提出場所等
 入札書の提出場所、契約条項を示す場所及
び当該入札に関する問い合わせ先
〒5180413 三重県名張市下比奈知2811
２ 独立行政法人水資源機構 木津川ダム総
合管理所 総務課 渡辺 電話059564
8961 ＦＡＸ0595648964
 入札説明書の交付場所及び交付方法
 別途指定するアドレスからのダウンロー
ドによる。詳細については、上記３まで
問い合わせをすること。
 郵送による交付は郵送料を別に必要とす
る。

 入札書の受領期限 平成30年11月15日 17
時00分
 開札の日時及び場所 平成30年11月26日
10時00分 独立行政法人水資源機構
木津川ダム総合管理所 入札室

４ その他
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨

 入札保証金及び契約保証金 免除

 入札者に要求される事項 この競争に参加
を希望する者は、封印した入札書のほかに競
争参加資格を有することを証明する書類を本
公告３の入札書の受領期限までに提出しな
ければならない。また、開札日の前日までの
間において水資源機構から当該書類に関し説
明を求められた場合にはそれに応じなければ
ならない。
 入札の無効 本公告に示した入札参加に必
要な資格のない者、入札条件に違反した者又
は入札者に求められる義務を履行しなかった
者の提出した入札書は無効とする。
 契約書の作成の要否 要
 落札者の決定方法
 最低価格落札方式とする。本公告４に
従い申請書等を添付して入札書を提出した
入札者であって、本公告２の競争参加資格
を全て満たし、本公告及び入札説明書にお
いて明らかにした性能等の要求要件のうち
必須とされた項目の最低限の要求要件をす
べて満たし、当該入札者の入札価格が予定
価格の制限の範囲内で最低価格をもって有
効な入札を行った入札者を、落札者とする。
 落札者により当該契約の内容に適合した
履行がなされないおそれがあると認められ
るとき、又はその者と契約を締結すること
が公正な取引の秩序を乱すおそれがあって
著しく不適当であると認められるときは、
予定価格の制限の範囲内の価格をもって申
し込みをした他の者のうち、最低の価格を
もって申込みをした者を落札者とする。

 手続における交渉の有無 無
 詳細は入札説明書による。
５ Summary

 Contracting Entity : Hideshi Sasahara,

Director of Kizugawa Dams Integrated Op‑

eration and Maintenance Office, Japan Wa‑

ter Agency

 Classification of the products to be pro‑

cured : 14, 71

 Nature and quantity of the products to be

purchased : maintenance and lease of mul‑

tifunction machine

 Lease period : From 1 March 2019 to 29

february 2024

 Lease place : as in the tender do‑

cumenttation

 Qualification for participating in the ten‑

dering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall :

 have the qualification on Lease and

Maintenance and Inspection Manage‑

ment of Facilities in the Classification of

service in terms of the qualification for

participating in tenders Japan Water

Agency (in the fiscal year 2017 and 2018).

 not correspond to the requirements for

disqualification.

 Time limit of tender : 17 : 00 15 Novem‑

ber, 2018

 Contact point for the notice : General Af‑

fairs Section, Kizugawa Dams Integrated

Operation and Maintenance Office, Japan

Water Agency on, 28112, Shimohinachi,
Nabari‑City, Mie‑Prefecture, 5180413, Ja‑
pan. TEL 0595648961, FAX 059564
8964

入 札 公 告
次のとおり一般競争入札に付します。
平成 30 年９月 25 日

首都高速道路株式会社
代表取締役社長 宮田 年耕

◎調達機関番号 420 ◎所在地番号 13
１ 調達内容
 品目分類番号 16
 購入等件名及び数量 電子式ポータブル重
量測定装置購入 ３セット
 調達件名の特質等 入札説明書による。
 納入期限 平成31年２月15日
 納入場所 入札説明書による。
 入札方法 総価で行う。落札者の決定に当
たっては、入札書に記載された金額に当該金
額の８％に相当する額を加算した金額（当該
金額に１円未満の端数があるときは、その端
数金額を切り捨てるものとする。）をもって落
札価格とするので、入札者は、消費税及び地
方消費税に係る課税事業者であるか免税事業
者であるかを問わず、見積もった契約希望金
額の108分の100に相当する金額を入札書に記
載すること。
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